
 

 

第１号議案 

 

 

知事からの意見聴取について 

 

 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 29 条の規定により知事から意見を求めら

れた平成23年９月定例会に提出される次の議案については、異議がないものとする。 

 

 

平成23年９月16日 

 

 

大阪府教育委員会       

 

○予算案 

平成23年度大阪府一般会計補正予算の件（教育委員会関係分） 

 

○事件議決案 

１ 工事請負契約締結の件（大阪府立視覚支援学校改築工事） 

２ 工事請負契約締結の件（大阪府立門真スポーツセンター屋根補修工事（その２）） 

 

○条例案 

１ 大阪府スポーツ振興審議会条例一部改正の件 

２ 大阪府立図書館条例一部改正の件 

３ 大阪府教育行政事務手数料条例一部改正の件 

４ 大阪府立高等学校等条例一部改正の件 

５ 職員の退職手当に関する条例等一部改正の件 

６ 大阪府高校生修学支援基金条例一部改正の件 

 

 

〔根拠規定〕 

 地方教育行政の組織及び運営に関する法律地方教育行政の組織及び運営に関する法律地方教育行政の組織及び運営に関する法律地方教育行政の組織及び運営に関する法律    

（教育委員会の意見聴取）  

第二十九条 地方公共団体の長は、歳入歳出予算のうち教育に関する事務に係る部分

その他特に教育に関する事務について定める議会の議決を経るべき事件の議案を作

成する場合においては、教育委員会の意見をきかなければならない。 

 



 

 

大阪府教育委員会事務決裁規則大阪府教育委員会事務決裁規則大阪府教育委員会事務決裁規則大阪府教育委員会事務決裁規則    

(委員会決裁事項) 

第三条 委員会が会議の議決により決裁する事項は、次のとおりとする。 

六 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第二十九条に規定する

意見の申出に関すること。 

 

 



    

    

上段　平成２３年９月補正（今回補正）

中段　平成２３年現計

下段　平成２３年９月補正後

　東日本大震災により被災した児童生徒等の心のケア、教職員・
保護者等への助言・援助、医療機関等との連携調整等、様々な課
題に対応するため、スクールカウンセラーを緊急に配置する。

553万円

0千円

被災児童生徒就学援助

緊急スクールカウンセラー

事 業 費 補 助 金

　東日本大震災により被災し就学困難となった児童生徒に対し
て、必要な就学援助（学用品費・学校給食費・医療費等）を行っ
た市町村を支援する。

　東日本大震災により被災した幼児に対して幼稚園就園奨励事業
（保育料・入園料の軽減）を行った市町村を支援する。

　　　　

999万6千円

　大阪のものづくりを支える人材の育成や、東日本大震災以降、
節電対策に注目が集まる中、工科高校等における実習設備の老朽
化による性能の低下や省電力に関する教育に対応するため、時代
に即した新型の設備に更新する。

被 災 幼 児 就 園 支 援

1億7,024万5千円

平成23年度9月補正後予算額 5,728億314万7千円　

平成23年度現計予算額

0千円

999万6千円

配 置 事 業 費

553万円

1,115万3千円

0千円

1,115万3千円

1億7,017万6千円 　学力や体力をはじめ中学生の成長の源となる「食」を充実さ
せ、大阪の教育力の向上につなげるため、市町村（政令市除く）
に対する財政支援を行い、中学校給食の導入を促進する。

0千円事 業 費 補 助 金

教育委員会 平成２３年度９月補正予算案【一般会計補正予算(第４号)】の概要教育委員会 平成２３年度９月補正予算案【一般会計補正予算(第４号)】の概要教育委員会 平成２３年度９月補正予算案【一般会計補正予算(第４号)】の概要教育委員会 平成２３年度９月補正予算案【一般会計補正予算(第４号)】の概要

一
般
会
計

平成23年度9月補正予算額 3億4,210万円　

5,724億6,104万7千円　

事　　業　　名  事　　業　　費 摘　　　　　　　　　　　要

 

事 業 費 補 助 金

0千円

1億7,017万6千円

実 業 教 育 充 実 事 業 費 1億7,024万5千円

中 学 校 給 食 導 入 促 進



 

 

    

    

中学校給食導入促進事業中学校給食導入促進事業中学校給食導入促進事業中学校給食導入促進事業費補助金費補助金費補助金費補助金((((新規新規新規新規))))    
    

    

【事業目的】【事業目的】【事業目的】【事業目的】    

 学力や体力をはじめ、中学生の成長の源となる「食」を充実させ、大阪の教育力の向

上につなげるため、市町村（政令市除く）に対し財政支援を行い、中学校給食の導入を

促進する。 

 

【【【【９月補正予算９月補正予算９月補正予算９月補正予算額】額】額】額】        170,176170,176170,176170,176 千円千円千円千円    

          （23 年度整備予定市：箕面市、吹田市、大東市、 

門真市、河内長野市、高石市） 

※平成 23 年度から 27 年度までの債務負担行為 

246 億円(限度額)のうち平成２３年度分の予算化 

 

【事業内容】【事業内容】【事業内容】【事業内容】    

（１）補助対象 

  ・新たな給食施設等の整備に伴う施設整備費及び消耗品費等 

  ・既存給食施設の機能向上に向けた全面改修等に伴う施設整備費 

（２）補助率等 

  ①施設整備費：定率補助（１／２） 

  ②消耗品費等：定額補助 

  ※補助上限：１校あたり 1 億 500 万円（①＋②計） 

 

≪完全給食実施状況≫（平成≪完全給食実施状況≫（平成≪完全給食実施状況≫（平成≪完全給食実施状況≫（平成 22222222 年度末）年度末）年度末）年度末）    

 ・大阪 12.3％（政令市を除くと 19.6％） ⇔ 全国 約 80％ 

 ・12/41 市町村、57/291 校（政令市を除く） 

≪実施方式≫≪実施方式≫≪実施方式≫≪実施方式≫    

方式方式方式方式    
市町村市町村市町村市町村    

全員喫食全員喫食全員喫食全員喫食    選択制選択制選択制選択制    

単独調理場方式（自校方式） 箕面市(※)、門真市、和泉市、熊取町、 

田尻町、岬町 

富田林市 

共同調理場方式（給食センター方式） 四條畷市、交野市、松原市(※)、 

大阪狭山市 

 

民間施設を活用  吹田市(※) 

  ※箕面市（実施校 1/全校 7）、松原市（実施校 1/全校 7）、吹田市（実施校 14/全校 18） 

 

 

 

 



 

 

 

 

実業教育充実事業費実業教育充実事業費実業教育充実事業費実業教育充実事業費（新規（新規（新規（新規））））    

～工科高校等の～工科高校等の～工科高校等の～工科高校等の実習設備実習設備実習設備実習設備の更新～の更新～の更新～の更新～    

 

 

【事業目的】【事業目的】【事業目的】【事業目的】    
 

大阪のものづくりを支えていくためには、将来を担う有能な人材の育成・確保が不可欠であり、

工科高校等の教育環境の整備が急務である。 

また、東日本大震災以降、社会全体において節電対策が注目を集めており、工科高校等の生徒

には、効率的な電力供給や電気のエネルギー変換等の知識や技術を具体的なものづくりに応用で

きる力を身につけさせる必要がある。 

このような課題に対応するためには、工科高校等における実習設備の老朽化による性能の低下

や、省電力に関する教育に対応する必要があることから、時代に即した新型の設備に更新する。 

 

 

 

 

【予算額】【予算額】【予算額】【予算額】        １７０，２４５千円    
 

 

 

 

 

【主な整備【主な整備【主な整備【主な整備内容】内容】内容】内容】 

 

 

 

 

 

系・科 主 な 整 備 内 容 学 校 名 

機 械 系 旋盤等 城東工科他６校 

電 気 系 電動発電機等 布施工科他１校 

建 築 系 建築音響システム等 西野田工科他２校 

環境化学システム系 
フーリエ変換赤外分光光度 

分析装置等 
堺工科 

農 業 系 高速液体クロマトグラフ等 園芸、農芸 



 

○事件議決案 

番号 件名 概要 

１ 工事請負契約締結の件（大阪府立

視覚支援学校改築工事） 

大阪府立視覚支援学校改築工事請負契約 

契約金額 １６億５，３７５万円 

請 負 者 株式会社鴻池組 

２ 工事請負契約締結の件（大阪府立

門真スポーツセンター屋根補修

工事（その２）） 

大阪府立門真スポーツセンター屋根補修工事（その２）請負契

約 

 契約金額 ４億６，５８８万５千円 

 請 負 者 株式会社ナカノフドー建設 



第 号議案 

工事請負契約締結の件 

大阪府立視覚支援学校改築工事請負契約を次のとおり締結する。 

平成 年 月 日提出 

大 阪 府 知 事  橋  下     徹   

  契約金額  1,653,750,000円 

  請 負 者  住所 大阪市北区梅田三丁目４番５号 

        名称 株式会社鴻池組 常務執行役員本店長 肥 後 行 人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 





第 号議案 

工事請負契約締結の件 

大阪府立門真スポーツセンター屋根補修工事（その２）請負契約を次のとおり締結する。 

平成 年 月 日提出 

大 阪 府 知 事  橋  下     徹   

  契約金額  465,885,000円 

  請 負 者  住所 東京都千代田区九段北四丁目２番28号 

        名称 株式会社ナカノフドー建設 専務執行役員大阪支店長 山 下 登志治 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



◆建築物概要

施設名称：大阪府立門真スポーツセンター（所管：教育委員会事務局教育振興室保健体育課）

建築面積：２５，４６１㎡ 延床面積：３７，６６０㎡ 階 数：地上３階、地下１階

竣 工：平成８年３月２９日

設 計：株式会社昭和設計

監 理：財団法人大阪府建設監理協会、株式会社昭和設計

目 的

事業内容

【予定価格】594,300千円（消費税及び地方消費税相当額を除く）
【契約金額】465,885千円（消費税及び地方消費税相当額を含む）
【赤道上部補修工事】

・仮設工事他（中間部工事には、ゴンドラ作成含む）
・工法：ピンネット工法（屋根に使用しているタイル張りのプレキャストコンクリート板と同程度の大きさのネットを

張りピンで固定、さらにネットの上から防水塗装仕上げ）
【工期】

平成２２年度 実施設計、平成２３～２５年度 補修工事 （注）施工箇所は下図参照

※ 本件補修工事費及び平成21年７月に実施した応急対策工事費については、工事関係者（設計、施工、材料メーカー等）に対する損害賠償請求訴訟を
行っている。

赤道

赤道より上部を補修工事

○ 府立門真スポーツセンターの屋根材である「タイル」が平成２０年10月に剥離落下しているのを発見。
○ 速やかに、立ち入り禁止措置などの応急対策を実施し、原因解明のための調査を行ったところであるが、屋根
（いわゆる赤道より上の部分）全体にわたり、劣化が進んでいることが判明した。

○ ついては、利用者等の安全確保及び良好な施設運営を図るため、屋根の補修工事を実施することとし、平成22年度に実施
設計を行い、平成２３～25年度で補修工事費を実施するものである。

門真スポーツセンター屋根補修工事門真スポーツセンター屋根補修工事門真スポーツセンター屋根補修工事門真スポーツセンター屋根補修工事



 

○条例案 

番号 件名 概要 

１ 大阪府スポーツ振興審議会条

例一部改正の件 

 

 スポーツ振興法が全部改正によりスポーツ基本法となったこと

に伴い、所要の改正を行うもの。 

（「大阪府スポーツ推進審議会条例」に名称変更） 

（関係条例） 

 ・知事等の給料、報酬、期末手当の特例に関する条例 

 

〔施行期日〕公布の日 

２ 大阪府立図書館条例一部改正

の件 

 

 利用者に応分の負担を求める観点から、手数料を改定するなど、

所要の改正を行うもの。 

 ・図書館の図書等の証明 

   １８０円 → ２７０円 

 

〔施行期日〕平成 24 年 4月 1 日 

３ 大阪府教育行政事務手数料条

例一部改正の件 

 利用者に応分の負担を求める観点から、手数料を改定するもの。 

 ・教育職員免許状（普通免許状）の授与 

   ３，３００円 → ３，６００円 

 ・教育職員免許状の書換 

     ８７０円 → １，０００円 等 

 

〔施行期日〕平成 24 年 4月 1 日 

４ 大阪府立高等学校等条例一部

改正の件 

 利用者に応分の負担を求める観点から、手数料を改定するもの。 

 ・府立高等学校（全日制課程）入学料 

   ５，５００円 → ５，６５０円 等 

 

〔施行期日〕平成 24 年 4月 1 日 

５ 職員の退職手当に関する条例

等一部改正の件 

 昭和 48 年 5 月 17 日前に公庫等職員となるため退職した際に退

職手当を支給された職員が再び府に復職し、最終的に退職する場

合の退職手当の計算方法について、国に準じて改正するなど、所

要の改正を行うもの。 

 

〔施行期日〕公布の日 

６ 大阪府高校生修学支援基金条

例一部改正の件 

 基金の設置目的に東日本大震災の被災者で経済的理由によって

修学等が困難になった児童、生徒等の支援を追加するなど、所要

の改正を行うもの。 

（「大阪府高校生修学等支援基金条例」に名称変更） 

 

〔施行期日〕公布の日 



 

大阪府スポーツ振興審議会条例の改正（概要） 

大阪府教育委員会事務局教育振興室保健体育課 

■改正の理由 

 大阪府スポーツ振興審議会の設置の根拠法令であるスポーツ振興法が全部改正されたため、所要の改正を行う。 

 

■改正の内容 

(1) 大阪府スポーツ振興審議会条例の題名と審議会の名称等について改正を行う。 

  〔題  名〕大阪府スポーツ振興審議会条例→大阪府スポーツ推進審議会条例 

  〔審議会名〕大阪府スポーツ振興審議会→大阪府スポーツ推進審議会 

 

(2) 大阪府スポーツ振興審議会条例の一部改正に伴い、知事等の給料、報酬、期末手当等の特例に関する条例において、大阪府スポーツ振興審議会条

例の題名及び審議会名を引用している箇所について、所要の規定整備を行う。 

 

■施行期日 

 公布の日（スポーツ基本法の施行期日を定める政令は平成 23年７月 27日に公布され、スポーツ基本法の施行は同年８月 24 日とされた。） 

 

■政策アセスメント・制度間調整 

 特になし 



大
阪
府
条
例
第 

 
 

号 

大
阪
府
ス
ポ
ー
ツ
振
興
審
議
会
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例 

 

大
阪
府
ス
ポ
ー
ツ
振
興
審
議
会
条
例
（
昭
和
三
十
七
年
大
阪
府
条
例
第
六
号
）
の
一
部
を
次

の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

 

次
の
表
の
改
正
前
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
を
同
表
の
改
正
後
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
に
傍
線
で
示

す
よ
う
に
改
正
す
る
。 

 
 

 

附 

則 

（
施
行
期
日
） 

１ 

こ
の
条
例
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。 

（
知
事
等
の
給
料
、
報
酬
、
期
末
手
当
等
の
特
例
に
関
す
る
条
例
の
一
部
改
正
） 

２ 

知
事
等
の
給
料
、
報
酬
、
期
末
手
当
等
の
特
例
に
関
す
る
条
例
（
平
成
二
十
三
年
大
阪
府

条
例
第
四
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

 
 

次
の
表
の
改
正
前
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
を
同
表
の
改
正
後
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
に
傍
線
で

示
す
よ
う
に
改
正
す
る
。 

  

  
 
 

大
阪
府
ス
ポ
ー
ツ
推
進
審
議
会
条
例 

 
 
 

 

（
設
置
） 

第
一
条 

ス
ポ
ー
ツ
基
本
法
（
平
成
二
十
三
年
法
律
第

七
十
八
号
）
第
三
十
一
条
に
規
定
す
る
審
議
会
そ
の

他
の
合
議
制
の
機
関
と
し
て
、
大
阪
府
ス
ポ
ー
ツ
推

進
審
議
会
（
以
下
「
審
議
会
」
と
い
う
。）
を
置
く
。 

 

改
正
後 

  
 
 

大
阪
府
ス
ポ
ー
ツ
振
興
審
議
会
条
例 

 
 
 

 

（
設
置
） 

第
一
条 

ス
ポ
ー
ツ
振
興
法
（
昭
和
三
十
六
年
法
律
第

百
四
十
一
号
）
第
十
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
審
議

会
そ
の
他
の
合
議
制
の
機
関
と
し
て
、
大
阪
府
ス
ポ

ー
ツ
振
興
審
議
会
（
以
下
「
審
議
会
」
と
い
う
。）
を

置
く
。 

 

改
正
前 

 

（
大
阪
府
ス
ポ
ー
ツ
推
進
審
議
会
の
委
員
の
報
酬
の
特

例
） 

第
四
十
一
条 

大
阪
府
ス
ポ
ー
ツ
推
進
審
議
会
の
委
員

の
報
酬
の
額
は
、
特
例
期
間
に
お
い
て
、
大
阪
府
ス

ポ
ー
ツ
推
進
審
議
会
条
例
（
昭
和
三
十
七
年
大
阪
府

条
例
第
六
号
）
第
六
条
第
一
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら

ず
、
日
額
八
千
九
百
円
と
す
る
。 

 

改
正
後 

 

（
大
阪
府
ス
ポ
ー
ツ
振
興
審
議
会
の
委
員
の
報
酬
の
特

例
） 

第
四
十
一
条 

大
阪
府
ス
ポ
ー
ツ
振
興
審
議
会
の
委
員

の
報
酬
の
額
は
、
特
例
期
間
に
お
い
て
、
大
阪
府
ス

ポ
ー
ツ
振
興
審
議
会
条
例
（
昭
和
三
十
七
年
大
阪
府

条
例
第
六
号
）
第
六
条
第
一
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら

ず
、
日
額
八
千
九
百
円
と
す
る
。 

改
正
前 



大阪府立図書館条例の改正（概要） 

教育委員会事務局市町村教育室地域教育振興課 

■改正の理由 

・「大阪府財政構造改革プラン（案）」（平成22年10月策定）の考え方に基づき、証明手数料について、フルコストによる原価を基本とした額に改定する。 

・常用漢字表（平成22年内閣告示第２号）の告示に伴い、規定の整備を行う。 

 

■改正の内容 

・証明手数料について、１件につき180円から270円に改定する（第４条）。 

・常用漢字表の告示に伴い、規定の整備を行う（別表）。 

 

■施行期日 

平成24年４月１日 

 

■政策アセスメント・制度間調整 

  財政課と調整済 

 条例改正（案）について、今後、知事から意見聴取がある予定。 

 



大
阪
府
条
例
第 

 
 

号 

大
阪
府
立
図
書
館
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例 

 

大
阪
府
立
図
書
館
条
例
（
昭
和
二
十
六
年
大
阪
府
条
例
第
十
二
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に

改
正
す
る
。 

 

次
の
表
の
改
正
前
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
を
同
表
の
改
正
後
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
に
傍
線
で
示

す
よ
う
に
改
正
す
る 

附 

則 

 

こ
の
条
例
は
、
平
成
二
十
四
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 

改
正
後 

改
正
前 

 
 

（
手
数
料
） 

第
四
条 

図
書
館
の
図
書
、
記
録
そ
の
他
の
資
料
に

関
す
る
証
明
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
一
件
に

つ
き
二
百
七
十
円
の
手
数
料
を
納
付
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。 

 

別
表
（
第
五
条
関
係
） 

 
 

 

（
略
） 

区 
 

 

分 

（
略
） 

ホール附帯設備 

舞台設備 

（
略
） 

（
略
） 

椅 
 

 
 

 
 
 

子 

（
略
） 

（
略
）

（
略
） 

（
略
） 

（
略
） 

（
略
） 

（
略
） 

（
略
） 

備
考 

（
略
） 

 

（
手
数
料
） 

第
四
条 

図
書
館
の
図
書
、
記
録
そ
の
他
の
資
料
に

関
す
る
証
明
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
一
件
に

つ
き
百
八
十
円
の
手
数
料
を
納
付
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。 

 

別
表
（
第
五
条
関
係
） 

 
 

 

（
略
） 

区 
 

 

分 

（
略
） 

ホール附帯設備 

舞台設備 

（
略
） 

（
略
） 

い 
 

 
 

 
 
 

す 

（
略
） 

（
略
）

（
略
） 

（
略
） 

（
略
） 

（
略
） 

（
略
） 

（
略
） 

備
考 

（
略
） 

 
 



 

大阪府教育行政事務手数料条例の改正（概要） 

教育委員会事務局教職員室教職員企画課 

 

■改正の理由 

   平成22年10月に策定された本府「財政構造改革プラン（案）」に基づき、教育職員免許法に基づく事務に係る手数料の水準について、フルコスト計

算により再点検をした結果、受益と負担の明確化の観点から、その結果を基本とした額に改定する。 

   今回改正の対象とする手数料の多くは、教員免許事務が国の機関委任事務であった平成10年４月に現行額が定められ、平成12年４月のいわゆる地

方分権一括法の施行により同事務が自治事務となった以後も金額を据え置いてきたが、平成21年４月の教育職員免許法の改正により、普通免許状の

有期限化や教員免許更新制の導入等に伴う事務の見直しを踏まえて再点検した結果、金額の改定を行うもの。 

   なお、下記④及び⑤の区分の手数料については、教育職員免許法の改正により旧盲学校教諭免許状、旧聾学校教諭免許状及び旧養護学校教諭免許

状が、現行の特別支援学校教諭免許状に再編されたことに伴い平成19年４月に設定したものであるが、それぞれ下記①及び③の区分の事務と受益と

負担の関係が同様の事務であるため、改定の対象とするもの。 

 

■改正の内容 

   標記条例第２条に規定する教育職員免許法（昭和24年法律第147号）に基づく事務に関し、納付しなければならないと定める手数料の一部について、

金額の改正を行う。 

 

    （ 区分 ）                      （現行金額）        （改定後金額） 

① 普通免許状の授与に係る申出                ３，３００円         ３，６００円 

② 特別免許状の授与に係る申出                ３，３００円         ３，６００円 

③ 臨時免許状の授与に係る申出                １，７００円         ２，０００円 

④ 新教育領域の追加の定めに係る申出（普通免許状の場合）   ３，３００円         ３，６００円 

⑤ 新教育領域の追加の定めに係る申出（臨時免許状の場合）   １，７００円         ２，０００円 

⑥ 教育職員検定の申請                    １，７００円         ２，０００円 

⑦ 免許状の書換の願い出                     ８７０円         １，０００円 

⑧ 免許状の再交付の願い出                  １，１００円         １，３００円 

 

■施行期日 

    平成24年４月１日 

 

■政策アセスメント・制度間調整 

 ・平成24年度当初予算編成に際し、総務部財政課と調整済。 

 ・条例改正（案）について、今後、知事からの意見聴取がある予定。 

 



大
阪
府
条
例
第 

 
 

号 

大
阪
府
教
育
行
政
事
務
手
数
料
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例 

 

大
阪
府
教
育
行
政
事
務
手
数
料
条
例
（
平
成
十
二
年
大
阪
府
条
例
第
三
十
三
号
）
の
一
部
を

次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

 

次
の
表
の
改
正
前
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
を
同
表
の
改
正
後
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
に
傍
線
で
示

す
よ
う
に
改
正
す
る
。 

附 

則 

 

こ
の
条
例
は
、
平
成
二
十
四
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 

 

改
正
後 

改
正
前 

 

（
納
入
義
務
者
及
び
金
額
） 

第
二
条 

（
略
） 

 
 

 

項 

区 
 

 
 

 
 

分 

金 
 

 
 

 

額 

一 

法
第
五
条
第
一
項
又
は
第
十

六
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に

よ
る
普
通
免
許
状
の
授
与
に

係
る
申
出
を
し
よ
う
と
す
る

者 

普
通
免
許
状
一
件
に
つ
き

三
、
六
○
○
円 

二 

法
第
五
条
第
三
項
の


規
定


に

よ
る
特
別
免
許
状
の
授
与
に

係
る
申
出
を
し
よ
う
と
す
る

者 

特
別
免
許
状
一
件
に
つ
き

三
、
六
○
○
円 

三 

法
第
五
条
第
六
項
の
規
定
に

よ
る
臨
時
免
許
状
の
授
与
に

係
る
申
出
を
し
よ
う
と
す
る

者 

臨
時
免
許
状
一
件
に
つ
き

二
、
○
○
○
円 

（
略
）

（
略
） 

（
略
） 

五 

法
第
五
条
の
二

第
三
項
の
規
定

に
よ
る
新
教
育

領
域
の
追
加
の

定
め
に
係
る
申

出
を
し
よ
う
と

す
る
者 

普
通
免
許
状

の
場
合 

一
件
に
つ
き
三
、
六
○
○
円 

臨
時
免
許
状

の
場
合 

一
件
に
つ
き
二
、
○
○
○
円 

六 

法
第
六
条
第
一
項
の
教
育
職

員
検
定
の
申
請
を
し
よ
う
と

す
る
者 

教
育
職
員
検
定
一
件
に
つ
き

二
、
○
○
○
円 

（
略
）

（
略
） 

（
略
） 

九 

法
第
十
五
条
の
規
定
に
よ
る

免
許
状
の
書
換
の
願
い
出
を

し
よ
う
と
す
る
者 

書
き
換
え
る
免
許
状
一
件
に

つ
き
一
、
○
○
○
円 

十 

法
第
十
五
条
の
規
定
に
よ
る

免
許
状
の
再
交
付
の
願
い
出

を
し
よ
う
と
す
る
者 

再
交
付
す
る
免
許
状
一
件
に

つ
き
一
、
三
○
○
円 

（
略
）

（
略
） 

（
略
） 

 

 

（
納
入
義
務
者
及
び
金
額
） 

第
二
条 

（
略
） 

 
 

 

項 

区 
 

 
 

 
 

分 

金 
 

 
 

 

額 

一 

法
第
五
条
第
一
項
又
は
第
十

六
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に

よ
る
普
通
免
許
状
の
授
与
に

係
る
申
出
を
し
よ
う
と
す
る

者 

普
通
免
許
状
一
件
に
つ
き

三
、
三
○
○
円 

二 

法
第
五
条
第
三
項
の


規
定
に


よ
る
特
別
免
許
状
の
授
与
に

係
る
申
出
を
し
よ


う
と
す
る

者 

特
別
免
許
状
一
件
に
つ
き

三
、
三
○
○
円 

三 

法
第
五
条
第
六
項
の
規
定
に

よ
る
臨
時
免
許
状
の
授
与
に

係
る
申
出
を
し
よ
う
と
す
る

者 

臨
時
免
許
状
一
件
に
つ
き

一
、
七
○
○
円 

（
略
）

（
略
） 

（
略
） 

五 

法
第
五
条
の
二

第
三
項
の
規
定

に
よ
る
新
教
育

領
域
の
追
加
の

定
め
に
係
る
申

出
を
し
よ
う
と

す
る
者 

普
通
免
許
状

の
場
合 

一
件
に
つ
き
三
、
三
○
○
円 

臨
時
免
許
状

の
場
合 

一
件
に
つ
き
一
、
七
○
○
円 

六 

法
第
六
条
第
一
項
の
教
育
職

員
検
定
の
申
請
を
し
よ
う
と

す
る
者 

教
育
職
員
検
定
一
件
に
つ
き

一
、
七
○
○
円 

（
略
）

（
略
） 

（
略
） 

九 

法
第
十
五
条
の
規
定
に
よ
る

免
許
状
の
書
換
の
願
い
出
を

し
よ
う
と
す
る
者 

書
き
換
え
る
免
許
状
一
件
に

つ
き
八
七
○
円 

十 

法
第
十
五
条
の
規
定
に
よ
る

免
許
状
の
再
交
付
の
願
い
出

を
し
よ
う
と
す
る
者 

再
交
付
す
る
免
許
状
一
件
に

つ
き
一
、
一
○
○
円 

（
略
）

（
略
） 

（
略
） 

 



 

大阪府立高等学校等条例の改正（概要） 

教育委員会事務局施設財務課 

 

■改正の理由 

   平成22年10月に策定された本府「財政構造改革プラン（案）」に基づき、高等学校入学料の水準について再点検したところ、一部において国が定め

る標準となる額に達していないものがあったため、所要の改正を行う。 

   今回改正の対象とする入学料については地方交付税制度の中で単位費用として都道府県の標準となる額（以下「標準額」という。）が定められてお

り、平成９年度までは本府においても当該標準額にあわせた改正を行ってきた。しかしながら、平成12年度に全日制課程の授業料額を本府独自のも

のに設定したことにともなって、標準額を上回ることとなったことなど総合的な判断のもと、当該課程の入学料については平成13年度に国が定める

標準額が改定されても従来のまま据え置いてきたところである。 

   平成22年度より、国の授業料無償化制度が開始されたことにより、府立高等学校における授業料についても他府県と同様に無償としたこと、また

定時制及び通信制の課程については平成13年度より標準額と同額の入学料を徴収していることから、全日制及びこれに準じる課程における入学料に

ついても国が定める標準額と同額に改定を行うもの。 

   なお、フルコスト計算によると、国が定める標準額を上回ることとなるため、当該標準額にあわせた改正を行うもの。 

 

■改正の内容 

   標記条例第４条に規定する高等学校に入学を許可された者が納付しなければならないと定める入学料の一部について、改正を行う。 

 

    （ 区分 ）                          （現行金額）        （改定後金額） 

① 全日制の課程                          ５，５００円         ５，６５０円 

② 定時制の課程で昼間においてのみ授業を行う課程          ５，５００円         ５，６５０円 

③ 定時制の課程で昼間及び夜間において授業を行う課程のうち、 

昼間において授業を行う課程に在籍する場合             ５，５００円         ５，６５０円 

 

■施行期日 

    平成24年４月１日 

 

■政策アセスメント・制度間調整 

 ・条例改正（案）について、今後、知事からの意見聴取がある予定。 

 ・改定額は、平成24年度以降に入学料の納付義務が発生する者より適用する（なお、平成24年度当初の新入生については、平成23年度調定のため改定

前の額を適用）。 



大
阪
府
条
例
第 

 
 

号 

大
阪
府
立
高
等
学
校
等
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例 

 

大
阪
府
立
高
等
学
校
等
条
例
（
昭
和
二
十
三
年
大
阪
府
条
例
第
九
十
八
号
）
の
一
部
を
次
の

よ
う
に
改
正
す
る
。 

 

次
の
表
の
改
正
前
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
を
同
表
の
改
正
後
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
に
傍
線
で
示

す
よ
う
に
改
正
す
る
。 

 
 

 

附 

則 

こ
の
条
例
は
、
平
成
二
十
四
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 

 

（
入
学
検
定
料
及
び
入
学
料
） 

第
四
条 

（
略
） 

２ 

（
略
） 

（
略
） 

定
時

制
の

課
程 

全 

日 

制 

の 

課 

程 

区 
 
 
 
 
 
 
 
 

分 

（
略
） 

昼
間
及

び
夜
間

に
お
い

て
授
業

を
行
う

課
程 

昼
間
に
お
い
て
の
み
授
業
を

行
う
課
程 

（
略
） 

昼
間
に
お
い
て
授
業

を
行
う
課
程
（
以
下

「
昼
間
課
程
」
と
い

う
。）
に
在
籍
す
る
場

合
（
当
該
課
程
の
単
位


の
修
得
と
併
せ
て
夜

間
に
お
い
て
授
業
を

行
う
課
程
（
以
下
「
夜

間
課
程
」
と
い
う
。）

の
単
位
を
修
得
す
る

場
合
を
含
む
。） 

（
略
） 

（
略
） 

（
略
） 

二
、
二
〇
〇 

二
、
二
〇
〇 円

二
、
二
〇
〇

入
学
検
定
料 

（
略
） 

（
略
） 

（
略
） 

五
、
六
五
〇

五
、
六
五
〇 円

五
、
六
五
〇

入 
学 

料 

 

改
正
後 

 

（
入
学
検
定
料
及
び
入
学
料
） 

第
四
条 

（
略
） 

２ 

（
略
） 

（
略
） 

定
時

制
の

課
程 

全 

日 

制 

の 

課 

程 

区 
 
 
 
 
 
 
 
 

分 

（
略
） 

昼
間
及

び
夜
間

に
お
い

て
授
業

を
行
う

課
程 

昼
間
に
お
い
て
の
み
授
業
を

行
う
課
程 

（
略
） 

昼
間
に
お
い
て
授
業

を
行
う
課
程
（
以
下

「
昼
間
課
程
」
と
い

う
。
）
に
在
籍
す
る
場

合
（
当
該
課
程
の
単
位

の
修
得
と
併
せ
て
夜

間
に
お
い
て
授
業
を

行
う
課
程
（
以
下
「
夜

間
課
程
」
と
い
う
。
）

の
単
位
を
修
得
す
る

場
合
を
含
む
。） 

（
略
） 

（
略
） 

（
略
） 

二
、
二
〇
〇 

二
、
二
〇
〇 円

二
、
二
〇
〇

入
学
検
定
料 

（
略
） 

（
略
） 

（
略
） 

五
、
五
〇
〇

五
、
五
〇
〇 円

五
、
五
〇
〇

入 

学 

料 

 

改
正
前 



職員の退職手当に関する条例等の改正（概要） 

 

大阪府教育委員会事務局教職員室教職員企画課 

 

■改正の理由 

 

昭和 48 年 5 月 17 日前において特定指定法人の職員となるため退職した際に支給を受けた退職手当額相当額を、当該法人から復帰し、同日以後に本府

を退職する際に受けることとなる退職手当額から控除する際の利息の割合について、国に準拠して改正する必要があるため。 

 

■改正の内容 

 

利率について、退職手当の支給を受けた日の翌日から退職した日の前日までの期間につき、次の期間の区分に応じ、それぞれ定める割合とする。 

 

平成 22 年４月１日から平成 23年３月 31日まで  年 1.8％ 

平成 23 年４月１日から平成 24年３月 31日まで  年 1.9％ 

平成 24 年４月１日から平成 25年３月 31日まで  年 2.0％ 

平成 25 年４月１日から平成 26年３月 31日まで  年 2.2％ 

平成 26 年４月１日から平成 27年３月 31日まで  年 2.6％ 

平成 27 年４月１日から平成 28年３月 31日まで  年 2.9％ 

平成 28 年４月１日から平成 29年３月 31日まで  年 3.4％ 

平成 29 年４月１日から平成 30年３月 31日まで  年 3.6％ 

平成 30 年４月１日から平成 31年３月 31日まで  年 3.9％ 

平成 31 年４月１日から平成 32年３月 31日まで  年 4.0％ 

平成 32 年４月１日以後    年 4.1％ 

 

■施行期日  公布の日 

 

 

 

 



職員の退職手当に関する条例等の一部を改正する条例要綱 

 

１ 改正の概要 

○ 昭和 48 年 5月 17 日前においては、大阪府(※)と公庫等（国家公務員退職手当法施行令第９条の２に掲げる法人（日本住宅公団、日本

道路公団等））との間において退職手当の通算規定が整備されておらず、人事交流等任命権者の要請に応じ、引き続いて公庫等職員とな

るため退職した場合には、その都度退職手当が支給されていた。 

(※)国も含め、全国的に整備されていなかった。 

 

○ 昭和 48 年 5 月 17 日以後、公庫等との関係において、全国的に退職手当の通算規定が整備されることとなったが、同日前において、職

員が任命権者の要請に応じ、引き続いて公庫等職員となるため退職し、退職手当を支給されて公庫等の職員として勤務した後、再び職員

となり、同日以後に最終的に退職する場合の退職手当の計算方法については、職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例（昭和

48 年大阪府条例第 54 号）により、次のとおり定められた。（一般的に「額控除方式」という。）【同条例附則第４項、第７項、第 25項及

び第 26 項】 

 

（例） 

S45.4.1 採用        S46.4.1                   S47.4.1      H24.3.31 

大阪府職員 公庫等職員 大阪府職員 

退職手当①支給↑       公庫等において退職手当②支給↑      退職手当③支給↑ 

 

・退職手当①の計算方法 … S45.4.1～S46.3.31（1 年）に係る支給率×退職時給料月額 

・退職手当②の計算方法 … 公庫等の規定による 

・退職手当③の計算方法 …（S45.4.1～H24.3.31（42 年）に係る支給率 × 退職時給料月額） 

－（（退職手当①＋①に対する利息）＋（退職手当②＋②に対する利息）） 

 



 

  ○ 今回の条例改正は、この額控除方式による計算における利息の割合を次のとおり改めるものである。 

 

現   行 改 正 後 

平成 13 年３月 31 日以前 年 5.5％ 

平成 13 年４月 1日から平成 17年 3月 31日まで 年 4.0％ 

平成 17 年４月１日から平成 18年 3月 31日まで 年 1.6％ 

平成 18 年４月 1日から平成 19年 3月 31日まで 年 2.3％ 

平成 19 年４月 1日から平成 20年 3月 31日まで 年 2.6％ 

平成 20 年４月 1日から平成 21年 3月 31日まで 年 3.0％ 

平成 21 年４月 1日以後 年 3.2％ 

平成 13 年３月 31 日以前 年 5.5％ 

平成 13 年４月 1日から平成 17年３月 31日まで 年 4.0％ 

平成 17 年４月１日から平成 18年３月 31日まで 年 1.6％ 

平成 18 年４月 1日から平成 19年３月 31日まで 年 2.3％ 

平成 19 年４月 1日から平成 20年３月 31日まで 年 2.6％ 

平成 20 年４月 1日から平成 21年３月 31日まで 年 3.0％ 

平成 21 年４月 1日から平成 22年３月 31日まで 年 3.2％ 

平成 22 年４月１日から平成 23年３月 31日まで 年 1.8％ 

平成 23 年４月１日から平成 24年３月 31日まで 年 1.9％ 

平成 24 年４月１日から平成 25年３月 31日まで 年 2.0％ 

平成 25 年４月１日から平成 26年３月 31日まで 年 2.2％ 

平成 26 年４月１日から平成 27年３月 31日まで 年 2.6％ 

平成 27 年４月１日から平成 28年３月 31日まで 年 2.9％ 

平成 28 年４月１日から平成 29年３月 31日まで 年 3.4％ 

平成 29 年４月１日から平成 30年３月 31日まで 年 3.6％ 

平成 30 年４月１日から平成 31年３月 31日まで 年 3.9％ 

平成 31 年４月１日から平成 32年３月 31日まで 年 4.0％ 

平成 32 年４月１日以後 年 4.1％ 

 

 



 

２ 改正の理由 

当該利息の割合については、平成 18 年 7月 12 日付で国家公務員等退職手当法施行令の一部を改正する政令（昭和 48 年政令第 134 号）

の一部が改正された際（平成 18 年政令第 231 号。平成 18 年 7月 12 日公布、同日施行）、今後、額控除方式による退職手当の計算における

利息の割合については、公的年金の財政再計算の際に用いられる予定運用利回りを参考にして定めることとしたところである。 

今般、国家公務員等退職手当法施行令の一部を改正する政令の一部が改正され（平成 23年 3月 30日政令第 42 号）、当該利息の割合が改

正されたため、本府においても国に準じ、当該利息の割合について、同様の改正を行うものである。 

 

３ その他 

１の改正に併せて下記の改正を行う。 

○ 句読点「、」の削除、「すべて」の漢字化（「全て」）、「禁錮
こ

」のルビの削除 

○ 退職手当条例案（準則）に準じた改正（「給料の月額」⇒「給料月額」）及びこれに伴う規定整備 

 ○ 船員保険法の改正により船員保険の失業保険部門が雇用保険制度に統合されたことに伴い、船員法が適用される職員に対する失業者の

退職手当に関する特例を廃止する。【附則第 23 項関係】 

 

４ 施行日 

 

公布の日から施行することとする。 

 



大
阪
府
条
例
第 

 
 

号 

職
員
の
退
職
手
当
に
関
す
る
条
例
等
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例 

（
職
員
の
退
職
手
当
に
関
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
の
一
部
改
正
） 

第
一
条 
職
員
の
退
職
手
当
に
関
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
（
昭
和
四
十
八
年
大
阪

府
条
例
第
五
十
四
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

 
 

次
の
表
の
改
正
前
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
を
同
表
の
改
正
後
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
に
傍
線
で

示
す
よ
う
に
改
正
す
る
。 

改
正
後 

改
正
前 

 
 

 
 
 

附 

則 
 

１
―
８ 

（
略
） 

９ 

前
項
に
規
定
す
る
者
が
適
用
日
以
後
に
退
職
し
た
場

合
に
お
け
る
そ
の
者
に
対
す
る
新
条
例
第
三
条
か
ら
第

五
条
ま
で
の
規
定
に
よ
る
退
職
手
当
の
額
は
、
新
条
例
第

三
条
か
ら
第
五
条
ま
で
、
第
六
条
及
び
附
則
第
三
十
四
項

並
び
に
条
例
第
五
十
号
附
則
第
三
項
か
ら
附
則
第
六
項

ま
で
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
退
職
の
日
に
お
け
る
そ
の

者
の
新
条
例
第
三
条
第
一
項
に
規
定
す
る
給
料
月
額
（
以

下
「
給
料
月
額
」
と
い
う
。
）
に
第
一
号
に
掲
げ
る
割
合

か
ら
第
二
号
に
掲
げ
る
割
合
を
控
除
し
た
割
合
を
乗
じ

て
得
た
額
と
す
る
。 

一 

そ
の
者
が
新
条
例
第
三
条
か
ら
第
五
条
ま
で
、
第
六

条
及
び
附
則
第
三
十
四
項
並
び
に
条
例
第
五
十
号
附

則
第
三
項
か
ら
附
則
第
六
項
ま
で
の
規
定
に
よ
り
計

算
し
た
額
の
退
職
手
当
の
支
給
を
受
け
る
も
の
と
し

た
場
合
に
お
け
る
当
該
退
職
手
当
の
額
の
当
該
給
料

月
額
に
対
す
る
割
合 

二 

そ
の
者
が
前
項
の
退
職
を
し
た
際
に
支
給
を
受
け

た
退
職
手
当
の
額
の
そ
の
計
算
の
基
礎
と
な
つ
た
給

料
月
額
に
対
す
る
割
合
（
職
員
と
し
て
の
引
き
続
い
た

在
職
期
間
中
に
当
該
退
職
を
二
回
以
上
し
た
者
に
つ

い
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
退
職
に
係
る
当
該
割
合
を
合
計

し
た
割
合
） 

10 

（
略
） 

11 

退
職
手
当
条
例
附
則
第
十
三
項
及
び
こ
の
条
例
附
則

第
八
項
の
規
定
に
該
当
す
る
者
が
適
用
日
以
後
に
退
職

し
た
場
合
に
お
け
る
そ
の
者
に
対
す
る
退
職
手
当
の
額

は
、
退
職
手
当
条
例
附
則
第
十
三
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら

ず
、
当
該
退
職
の
日
に
お
け
る
給
料
月
額
に
同
項
第
一
号

に
掲
げ
る
割
合
か
ら
同
項
第
二
号
に
掲
げ
る
割
合
と
こ

の
条
例
附
則
第
九
項
第
二
号
に
掲
げ
る
割
合
と
を
合
計

し
た
割
合
を
控
除
し
た
割
合
を
乗
じ
て
得
た
額
と
す
る
。

 

12
―
30 

（
略
） 

 

附
則
別
表 

（
略
） 

（
略
） 

平
成
二
十
一
年
四
月
一

日
か
ら
平
成
二
十
二
年

三
月
三
十
一
日
ま
で 

（
略
） 

平
成
二
十
二
年
四
月
一

日
か
ら
平
成
二
十
三
年

三
月
三
十
一
日
ま
で 

年
一
・
八
パ
ー
セ
ン
ト 

 
 
 

附 

則 
 

１
―
８ 

（
略
） 

９ 

前
項
に
規
定
す
る
者
が
適
用
日
以
後
に
退
職
し
た
場

合
に
お
け
る
そ
の
者
に
対
す
る
新
条
例
第
三
条
か
ら
第

五
条
ま
で
の
規
定
に
よ
る
退
職
手
当
の
額
は
、
新
条
例
第

三
条
か
ら
第
五
条
ま
で
、
第
六
条
及
び
附
則
第
三
十
四
項

並
び
に
条
例
第
五
十
号
附
則
第
三
項
か
ら
附
則
第
六
項

ま
で
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
退
職
の
日
に
お
け
る
そ
の

者
の
給
料
の
月
額
に
第
一
号
に
掲
げ
る
割
合
か
ら
第
二

号
に
掲
げ
る
割
合
を
控
除
し
た
割
合
を
乗
じ
て
得
た
額

と
す
る
。 

 

一 

そ
の
者
が
新
条
例
第
三
条
か
ら
第
五
条
ま
で
、
第
六

条
及
び
附
則
第
三
十
四
項
並
び
に
条
例
第
五
十
号
附

則
第
三
項
か
ら
附
則
第
六
項
ま
で
の
規
定
に
よ
り
計

算
し
た
額
の
退
職
手
当
の
支
給
を
受
け
る
も
の
と
し

た
場
合
に
お
け
る
当
該
退
職
手
当
の
額
の
当
該
給
料

の
月
額
に
対
す
る
割
合 

二 

そ
の
者
が
前
項
の
退
職
を
し
た
際
に
支
給
を
受
け

た
退
職
手
当
の
額
の
そ
の
計
算
の
基
礎
と
な
つ
た
給

料
の
月
額
に
対
す
る
割
合
（
職
員
と
し
て
の
引
き
続
い

た
在
職
期
間
中
に
当
該
退
職
を
二
回
以
上
し
た
者
に

つ
い
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
退
職
に
係
る
当
該
割
合
を
合

計
し
た
割
合
） 

10 

（
略
） 

11 

退
職
手
当
条
例
附
則
第
十
三
項
及
び
こ
の
条
例
附
則

第
八
項
の
規
定
に
該
当
す
る
者
が
適
用
日
以
後
に
退
職

し
た
場
合
に
お
け
る
そ
の
者
に
対
す
る
退
職
手
当
の
額

は
、
退
職
手
当
条
例
附
則
第
十
三
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら

ず
、
当
該
退
職
の
日
に
お
け
る
給
料
の
月
額
に
同
項
第
一

号
に
掲
げ
る
割
合
か
ら
同
項
第
二
号
に
掲
げ
る
割
合
と

こ
の
条
例
附
則
第
九
項
第
二
号
に
掲
げ
る
割
合
と
を
合

計
し
た
割
合
を
控
除
し
た
割
合
を
乗
じ
て
得
た
額
と
す

る
。 

12
―
30 

（
略
） 

 

附
則
別
表 

（
略
） 

（
略
） 

平
成
二
十
一
年
四
月
一

日
以
後 

（
略
） 

平
成
二
十
二
年
四
月
一

日
か
ら
平
成
二
十
三
年

三
月
三
十
一
日
ま
で 

年
一
・
八
パ
ー
セ
ン
ト



 

平
成
二
十
三
年
四
月
一

日
か
ら
平
成
二
十
四
年

三
月
三
十
一
日
ま
で 

年
一
・
九
パ
ー
セ
ン
ト 

平
成
二
十
四
年
四
月
一

日
か
ら
平
成
二
十
五
年

三
月
三
十
一
日
ま
で 

年
二
・
〇
パ
ー
セ
ン 

ト

平
成
二
十
五
年
四
月
一

日
か
ら
平
成
二
十
六
年

三
月
三
十
一
日
ま
で 

年
二
・
二
パ
ー
セ
ン
ト 

平
成
二
十
六
年
四
月
一

日
か
ら
平
成
二
十
七
年

三
月
三
十
一
日
ま
で 

年
二
・
六
パ
ー
セ
ン
ト 

平
成
二
十
七
年
四
月
一

日
か
ら
平
成
二
十
八
年

三
月
三
十
一
日
ま
で 

年
二
・
九
パ
ー
セ
ン
ト 

平
成
二
十
八
年
四
月
一

日
か
ら
平
成
二
十
九
年

三
月
三
十
一
日
ま
で 

年
三
・
四
パ
ー
セ
ン
ト 

平
成
二
十
九
年
四
月
一

日
か
ら
平
成
三
十
年
三

月
三
十
一
日
ま
で 

年
三
・
六
パ
ー
セ
ン
ト 

平
成
三
十
年
四
月
一
日

か
ら
平
成
三
十
一
年
三

月
三
十
一
日
ま
で 

年
三
・
九
パ
ー
セ
ン
ト

平
成
三
十
一
年
四
月
一

日
か
ら
平
成
三
十
二
年

三
月
三
十
一
日 

ま
で 

年
四
・
〇
パ
ー
セ
ン
ト

平
成
三
十
二
年
四
月
一

日
以
後 

年
四
・
一
パ
ー
セ
ン
ト

 

平
成
二
十
三
年
四
月
一

日
か
ら
平
成
二
十
四
年

三
月
三
十
一
日
ま
で 

年
一
・
九
パ
ー
セ
ン
ト

平
成
二
十
五
年
四
月
一

日 

ら
平
成
二
十
六 

三

月
三
十
一
日
ま
で 

年
二
・
〇
パ
ー
セ
ン
ト

年
二
・
二
パ
ー
セ
ン
ト

平
成
二
十
六
年
四
月
一

日
か
ら
平
成
二
十
七
年

三
月
三
十
一
日
ま
で 

年
二
・ 

パ
ー
セ
ン
ト 

平
成
二 

七
年
四 

一
日

か
ら
平
成
二
十
八
年
三

月
三
十
一
日
ま
で 

年
二
・
九
パ
ー
セ
ン
ト

平
成
二
十
八
年
四
月
一

日
か
ら
平
成
二
十
九
年

三
月
三
十
一
日
ま
で 

年
三
・
四
パ
ー
セ
ン
ト

平
成
二
十
九
年
四
月
一

日
か
ら
平
成
三
十 

年
三
・
六
パ
ー
セ 

 
 

（
職
員
の
退
職
手
当
に
関
す
る
条
例
の
一
部
改
正
） 

第
二
条 

職
員
の
退
職
手
当
に
関
す
る
条
例
（
昭
和
四
十
年
大
阪
府
条
例
第
四
号
）
の
一
部
を

次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

 
 

次
の
表
の
改
正
前
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
を
同
表
の
改
正
後
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
に
傍
線
で

示
す
よ
う
に
改
正
す
る
。 

改
正
後 

改
正
前 

 
 

（
遺
族
の
範
囲
及
び
順
位
） 

第
二
条
の
二 

こ
の
条
例
に
お
い
て
「
遺
族
」
と
は
、
次
に

掲
げ
る
者
を
い
う
。 

一
―
四 

（
略
） 

２
―
４ 

（
略
） 

 

（
自
己
の
都
合
に
よ
る
退
職
等
の
場
合
の
退
職
手
当
の
基

本
額
） 

第
三
条 

次
条
又
は
第
五
条
の
規
定
に
該
当
す
る
場
合
を

除
く
ほ
か
、
退
職
し
た
者
に
対
す
る
退
職
手
当
の
基
本
額

は
、
退
職
の
日
に
お
け
る
そ
の
者
の
給
料
の
月
額
（
給
与

条
例
第
三
条
第
一
項
第
一
号
に
規
定
す
る
行
政
職
給
料

表
の
職
務
の
級
が
八
級
若
し
く
は
七
級
で
あ
る
職
員
又

は
同
項
第
三
号
イ
に
規
定
す
る
医
療
職
給
料
表

（一）

の
職

務
の
級
が
五
級
で
あ
る
職
員
の
う
ち
、
給
与
条
例
第
十
一

条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
支
給
さ
れ
る
管
理
職
手
当
の

（
遺
族
の
範
囲
及
び
順
位
） 

第
二
条
の
二 

こ
の
条
例
に
お
い
て
、
「
遺
族
」
と
は
、
次

に
掲
げ
る
者
を
い
う
。 

一
―
四 

（
略
） 

２
―
４ 

（
略
） 

 

（
自
己
の
都
合
に
よ
る
退
職
等
の
場
合
の
退
職
手
当
の
基

本
額
） 

第
三
条 

次
条
又
は
第
五
条
の
規
定
に
該
当
す
る
場
合
を

除
く
ほ
か
、
退
職
し
た
者
に
対
す
る
退
職
手
当
の
基
本
額

は
、
退
職
の
日
に
お
け
る
そ
の
者
の
給
料
の
月
額
に
、
そ

の
者
の
勤
続
期
間
を
次
の
各
号
に
区
分
し
て
、
当
該
各
号

に
掲
げ
る
割
合
を
乗
じ
て
得
た
額
の
合
計
額
と
す
る
。 

   



月
額
が
こ
れ
ら
の
職
務
の
級
に
お
け
る
最
高
の
額
で
あ

る
職
員
及
び
こ
れ
に
準
ず
る
者
と
し
て
人
事
委
員
会
規

則
で
定
め
る
職
員
以
外
の
職
員
に
あ
つ
て
は
、
当
該
職
員

に
適
用
さ
れ
る
給
料
表
に
定
め
る
額
か
ら
そ
の
百
分
の

四
に
相
当
す
る
額
（
そ
の
額
に
一
円
未
満
の
端
数
を
生
じ

た
と
き
は
、
こ
れ
を
切
り
捨
て
た
額
）
を
減
じ
た
額
を
給

料
表
に
定
め
る
額
と
し
て
計
算
し
た
給
料
の
月

額
。
以
下
「
給
料
月
額
」
と
い
う
。
）
に
、
そ
の
者
の
勤

続
期
間
を
次
の
各
号
に
区
分
し
て
、
当
該
各
号
に
掲
げ
る

割
合
を
乗
じ
て
得
た
額
の
合
計
額
と
す
る
。 

一
―
六 

（
略
） 

２ 

（
略
） 

                

（
十
一
年
以
上
二
十
五
年
未
満
勤
続
後
の
定
年
退
職
等
の

場
合
の
退
職
手
当
の
基
本
額
） 

第
四
条 

十
一
年
以
上
二
十
五
年
未
満
の
期
間
勤
続
し
て

退
職
し
た
者
（
職
員
の
定
年
等
に
関
す
る
条
例
（
昭
和
五

十
九
年
大
阪
府
条
例
第
三
号
。
以
下
「
定
年
条
例
」
と
い

う
。
）
第
二
条
の
規
定
に
よ
り
退
職
し
た
者
（
定
年
条
例

第
四
条
第
一
項
の
期
限
又
は
同
条
第
二
項
の
規
定
に
よ

り
延
長
さ
れ
た
期
限
の
到
来
に
よ
り
退
職
し
た
者
を
含

む
。
）
、
法
律
の
規
定
に
基
づ
く
任
期
を
終
え
て
退
職
し

た
者
又
は
そ
の
者
の
非
違
に
よ
る
こ
と
な
く
勧
奨
を
受

け
て
退
職
し
た
者
に
限
る
。
）
又
は
二
十
五
年
未
満
の
期

間
勤
続
し
、
そ
の
者
の
事
情
に
よ
ら
な
い
で
引
き
続
い
て

勤
続
す
る
こ
と
を
困
難
と
す
る
理
由
に
よ
り
退
職
し
た

者
で
人
事
委
員
会
規
則
で
定
め
る
も
の
に
対
す
る
退
職

手
当
の
基
本
額
は
、
退
職
の
日
に
お
け
る
そ
の
者
の
給
料

月
額
（
以
下
「
退
職
日
給
料
月
額
」
と
い
う
。
）
に
、
そ

の
者
の
勤
続
期
間
を
次
の
各
号
に
区
分
し
て
、
当
該
各
号

に
掲
げ
る
割
合
を
乗
じ
て
得
た
額
の
合
計
額
と
す
る
。 

一
―
三 

（
略
） 

２ 

（
略
） 

     

（
給
料
月
額
の
減
額
改
定
以
外
の
理
由
に
よ
り
給
料
月
額

が
減
額
さ
れ
た
こ
と
が
あ
る
場
合
の
退
職
手
当
の
基
本
額

に
係
る
特
例
） 

第
五
条
の
二 

（
略
） 

２ 

（
略
） 

  

         

一
―
六 

（
略
） 

２ 

（
略
） 

３ 

退
職
の
日
に
お
い
て
、
給
与
条
例
第
三
条
第
一
項
第
一

号
に
規
定
す
る
行
政
職
給
料
表
の
職
務
の
級
が
八
級
若

し
く
は
七
級
で
あ
る
職
員
又
は
同
項
第
三
号
イ
に
規
定

す
る
医
療
職
給
料
表

（一）

の
職
務
の
級
が
五
級
で
あ
る
職

員
の
う
ち
、
給
与
条
例
第
十
一
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り

支
給
さ
れ
る
管
理
職
手
当
の
月
額
が
こ
れ
ら
の
職
務
の

級
に
お
け
る
最
高
の
額
で
あ
る
職
員
及
び
こ
れ
に
準
ず

る
者
と
し
て
人
事
委
員
会
規
則
で
定
め
る
職
員
以
外
の

職
員
（
第
五
条
の
二
第
三
項
及
び
第
四
項
に
お
い
て
「
特

定
職
員
」
と
い
う
。
）
に
対
す
る
第
一
項
の
規
定
の
適
用

に
つ
い
て
は
、
同
項
中
「
給
料
の
月
額
」
と
あ
る
の
は
、

「
給
料
月
額
か
ら
そ
の
百
分
の
四
に
相
当
す
る
額
（
そ
の

額
に
一
円
未
満
の
端
数
を
生
じ
た
と
き
は
、
こ
れ
を
切
り

捨
て
た
額
）
を
減
じ
た
額
と
給
与
条
例
第
八
条
第
一
項
に

規
定
す
る
給
料
の
調
整
額
と
の
合
計
額
」
と
す
る
。 

 

（
十
一
年
以
上
二
十
五
年
未
満
勤
続
後
の
定
年
退
職
等
の

場
合
の
退
職
手
当
の
基
本
額
） 

第
四
条 

十
一
年
以
上
二
十
五
年
未
満
の
期
間
勤
続
し
て

退
職
し
た
者
（
職
員
の
定
年
等
に
関
す
る
条
例
（
昭
和
五

十
九
年
大
阪
府
条
例
第
三
号
。
以
下
「
定
年
条
例
」
と
い

う
。
）
第
二
条
の
規
定
に
よ
り
退
職
し
た
者
（
定
年
条
例

第
四
条
第
一
項
の
期
限
又
は
同
条
第
二
項
の
規
定
に
よ

り
延
長
さ
れ
た
期
限
の
到
来
に
よ
り
退
職
し
た
者
を
含

む
。
）
、
法
律
の
規
定
に
基
づ
く
任
期
を
終
え
て
退
職
し

た
者
又
は
そ
の
者
の
非
違
に
よ
る
こ
と
な
く
勧
奨
を
受

け
て
退
職
し
た
者
に
限
る
。
）
又
は
二
十
五
年
未
満
の
期

間
勤
続
し
、
そ
の
者
の
事
情
に
よ
ら
な
い
で
引
き
続
い
て

勤
続
す
る
こ
と
を
困
難
と
す
る
理
由
に
よ
り
退
職
し
た

者
で
人
事
委
員
会
規
則
で
定
め
る
も
の
に
対
す
る
退
職

手
当
の
基
本
額
は
、
退
職
の
日
に
お
け
る
そ
の
者
の
給
料

の
月
額
（
以
下
「
退
職
日
給
料
月
額
」
と
い
う
。
）
に
、

そ
の
者
の
勤
続
期
間
を
次
の
各
号
に
区
分
し
て
、
当
該
各

号
に
掲
げ
る
割
合
を
乗
じ
て
得
た
額
の
合
計
額
と
す
る
。

 

一
―
三 

（
略
） 

２ 

（
略
） 

３ 

前
条
第
三
項
の
規
定
は
、
第
一
項
の
規
定
の
適
用
に
つ

い
て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
同
条
第
三
項
中
「
第

一
項
の
規
定
」
と
あ
る
の
は
、
「
第
四
条
第
一
項
の
規
定
」

と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。 

 

（
給
料
月
額
の
減
額
改
定
以
外
の
理
由
に
よ
り
給
料
月
額

が
減
額
さ
れ
た
こ
と
が
あ
る
場
合
の
退
職
手
当
の
基
本
額

に
係
る
特
例
） 

第
五
条
の
二 

（
略
） 

２ 

（
略
） 

３ 

減
額
日
の
前
日
に
お
い
て
特
定
職
員
で
あ
つ
た
こ
と

が
あ
る
者
に
対
す
る
第
一
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、



              

（
定
年
前
早
期
退
職
者
に
対
す
る
退
職
手
当
の
基
本
額
に

係
る
特
例
） 

第
五
条
の
三 

第
五
条
第
一
項
に
規
定
す
る
者
（
二
十
五
年

以
上
勤
続
し
、
法
律
の
規
定
に
基
づ
く
任
期
を
終
え
て
退

職
し
た
者
及
び
人
事
委
員
会
規
則
で
定
め
る
者
並
び
に

退
職
日
給
料
月
額
が
給
与
条
例
第
三
条
第
一
項
第
六
号

に
規
定
す
る
指
定
職
給
料
表
（
以
下
「
指
定
職
給
料
表
」

と
い
う
。
）
六
号
給
の
額
に
相
当
す
る
額
以
上
で
あ
る
者

を
除
く
。
）
の
う
ち
、
定
年
に
達
す
る
日
以
後
に
お
け
る

最
初
の
三
月
三
十
一
日
か
ら
人
事
委
員
会
規
則
で
定
め

る
一
定
の
期
間
前
ま
で
に
退
職
し
た
者
で
あ
つ
て
、
そ
の

勤
続
期
間
が
二
十
五
年
以
上
で
あ
り
、
か
つ
、
そ
の
年
齢

が
人
事
委
員
会
規
則
で
定
め
る
年
齢
以
上
で
あ
る
も
の

に
対
す
る
第
五
条
第
一
項
及
び
前
条
第
一
項
の
規
定
の

適
用
に
つ
い
て
は
、
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
規
定
中
同

表
の
中
欄
に
掲
げ
る
字
句
は
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
下
欄
に

掲
げ
る
字
句
に
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。 

 

読
み
替
え

る
規
定 

読
み
替

え
ら
れ

る
字
句 

読
み
替
え
る
字
句 

第
五
条
第

一
項 

退
職
日

給
料
月 

額 

退
職
日
給
料
月
額
及
び
退
職

日
給
料
月
額
に
退
職
の
日
に

お
け
る
そ
の
者
に
係
る
定
年

と
退
職
の
日
以
後
の
最
初
の

三
月
三
十
一
日
に
お
け
る
そ

の
者
の
年
齢
と
の
差
に
相
当

す
る
年
数
一
年
に
つ
き
百
分

の
二
（
退
職
日
給
料
月
額
が

指
定
職
給
料
表
四
号
給
の
額

に
相
当
す
る
額
以
上
で
あ
る

場
合
に
は
、
百
分
の
一
）
を

乗
じ
て
得
た
額
の
合
計
額 

     

前
条
第
一

項
第
一
号 

及
び
特

定
減
額

前
給
料 

月
額 

並
び
に
特
定
減
額
前
給
料
月

額
及
び
特
定
減
額
前
給
料
月

額
に
退
職
の
日
に
お
け
る
そ

の
者
に
係
る
定
年
と
退
職
の

日
以
後
の
最
初
の
三
月
三
十

一
日
に
お
け
る
そ
の
者
の
年

齢
と
の
差
に
相
当
す
る
年
数

一
年
に
つ
き
百
分
の
二
（
特

定
減
額
前
給
料
月
額
が
指
定

職
給
料
表
四
号
給
の
額
に
相

当
す
る
額
以
上
で
あ
る
場
合

に
は
、
百
分
の
一
）
を
乗
じ

て
得
た
額
の
合
計
額 

同
項
中
「
給
料
月
額
の
う
ち
」
と
あ
る
の
は
、
「
給
料
月
額

（
減
額
日
の
前
日
に
お
い
て
特
定
職
員
で
あ
つ
た
場
合
に

あ
つ
て
は
、
給
料
月
額
か
ら
そ
の
百
分
の
四
に
相
当
す
る
額

（
そ
の
額
に
一
円
未
満
の
端
数
を
生
じ
た
と
き
は
、
こ
れ
を

切
り
捨
て
た
額
）
を
減
じ
た
額
）
の
う
ち
」
と
す
る
。 

４ 

基
礎
在
職
期
間
中
に
、
第
三
条
第
三
項
に
規
定
す
る
職

務
の
級
で
あ
る
職
員
の
う
ち
特
定
職
員
以
外
の
職
員
が
、
給

料
月
額
を
異
に
す
る
こ
と
な
く
引
き
続
い
て
特
定
職
員
と

な
つ
た
場
合
に
お
け
る
第
一
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て

は
、
減
額
改
定
以
外
の
理
由
に
よ
り
そ
の
者
の
給
料
月
額
が

減
額
さ
れ
た
こ
と
が
あ
る
場
合
に
該
当
す
る
も
の
と
み
な

す
。 

 

（
定
年
前
早
期
退
職
者
に
対
す
る
退
職
手
当
の
基
本
額
に

係
る
特
例
） 

第
五
条
の
三 

第
五
条
第
一
項
に
規
定
す
る
者
（
二
十
五
年

以
上
勤
続
し
、
法
律
の
規
定
に
基
づ
く
任
期
を
終
え
て
退

職
し
た
者
及
び
人
事
委
員
会
規
則
で
定
め
る
者
並
び
に

退
職
の
日
に
お
け
る
そ
の
者
の
給
料
の
月
額
が
給
与
条

例
第
三
条
第
一
項
第
六
号
に
規
定
す
る
指
定
職
給
料
表

（
以
下
「
指
定
職
給
料
表
」
と
い
う
。
）
六
号
給
の
額
に

相
当
す
る
額
以
上
で
あ
る
者
を
除
く
。
）
の
う
ち
、
定
年

に
達
す
る
日
以
後
に
お
け
る
最
初
の
三
月
三
十
一
日
か

ら
人
事
委
員
会
規
則
で
定
め
る
一
定
の
期
間
前
ま
で
に

退
職
し
た
者
で
あ
つ
て
、
そ
の
勤
続
期
間
が
二
十
五
年
以

上
で
あ
り
、
か
つ
、
そ
の
年
齢
が
人
事
委
員
会
規
則
で
定

め
る
年
齢
以
上
で
あ
る
も
の
に
対
す
る
第
五
条
第
一
項

及
び
前
条
第
一
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
次
の
表

の
上
欄
に
掲
げ
る
規
定
中
同
表
の
中
欄
に
掲
げ
る
字
句

は
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
字
句
に
読
み
替
え

る
も
の
と
す
る
。 

読
み
替
え

る
規
定 

読
み
替

え
ら
れ

る
字
句

読
み
替
え
る
字
句 

第
五
条
第

一
項 

退
職
日

給
料
月

額 

退
職
日
給
料
月
額
及
び
退
職

日
給
料
月
額
に
退
職
の
日
に

お
け
る
そ
の
者
に
係
る
定
年

と
退
職
の
日
以
後
の
最
初
の

三
月
三
十
一
日
に
お
け
る
そ

の
者
の
年
齢
と
の
差
に
相
当

す
る
年
数
一
年
に
つ
き
百
分

の
二
（
当
該
給
料
の
月
額
が

指
定
職
給
料
表
四
号
給
の
額

に
相
当
す
る
額
以
上
で
あ
る

場
合
に
は
、
百
分
の
一
）
を

乗
じ
て
得
た
額
の
合
計
額 

第
五
条
の

二
第
一
項

第
一
号 

及
び
特

定
減
額

前
給
料

月
額 

並
び
に
特
定
減
額
前
給
料
月

額
及
び
特
定
減
額
前
給
料
月

額
に
退
職
の
日
に
お
け
る
そ

の
者
に
係
る
定
年
と
退
職
の

日
以
後
の
最
初
の
三
月
三
十

一
日
に
お
け
る
そ
の
者
の
年

齢
と
の
差
に
相
当
す
る
年
数

一
年
に
つ
き
百
分
の
二
（
当

該
給
料
の
月
額
が
指
定
職
給

料
表
四
号
給
の
額
に
相
当
す

る
額
以
上
で
あ
る
場
合
に

は
、
百
分
の
一
）
を
乗
じ
て

得
た
額
の
合
計
額 



前
条
第
一

項
第
二
号 

退
職
日

給
料
月

額
に
、 

退
職
日
給
料
月
額
及
び
退
職

日
給
料
月
額
に
退
職
の
日
に

お
け
る
そ
の
者
に
係
る
定
年

と
退
職
の
日
以
後
の
最
初
の

三
月
三
十
一
日
に
お
け
る
そ

の
者
の
年
齢
と
の
差
に
相
当

す
る
年
数
一
年
に
つ
き
百
分

の
二
（
特
定
減
額
前
給
料
月

額
が
指
定
職
給
料
表
四
号
給

の
額
に
相
当
す
る
額
以
上
で

あ
る
場
合
に
は
、
百
分
の
一
）

を
乗
じ
て
得
た
額
の
合
計  

額
に
、 

前
条
第
一

項
第
二
号 

ロ 

（
略
） 
（
略
） 

 

第
六
条
の
三 

（
略
） 

読
み
替
え

る
規
定 

読
み
替

え
ら
れ

る
字
句 

読
み
替
え
る
字
句 

（
略
） 

（
略
） 

退
職
日

給
料
月 

額 

退
職
日
給
料
月
額
及
び
退

職
日
給
料
月
額
に
退
職
の

日
に
お
け
る
そ
の
者
に
係

る
定
年
と
退
職
の
日
以
後

の
最
初
の
三
月
三
十
一
日

に
お
け
る
そ
の
者
の
年
齢

と
の
差
に
相
当
す
る
年
数

一
年
に
つ
き
百
分
の
二
（
退

職
日
給
料
月
額
が
指
定
職

給
料
表
四
号
給
の
額
に
相

当
す
る
額
以
上
で
あ
る
場

合
に
は
、
百
分
の
一
）
を
乗

じ
て
得
た
額
の
合
計
額 

第
六
条 

（
略
） 

（
略
） 

前
条 

（
略
） 

（
略
） 

前
条
第
一

号 

特
定
減

額
前
給

料
月
額 

特
定
減
額
前
給
料
月
額
及

び
特
定
減
額
前
給
料
月
額

に
退
職
の
日
に
お
け
る
そ

の
者
に
係
る
定
年
と
退
職

の
日
以
後
の
最
初
の
三
月

三
十
一
日
に
お
け
る
そ
の

者
の
年
齢
と
の
差
に
相
当

す
る
年
数
一
年
に
つ
き
百

分
の
二
（
特
定
減
額
前
給
料

月
額
が
指
定
職
給
料
表
四

号
給
の
額
に
相
当
す
る
額

以
上
で
あ
る
場
合
に
は
、
百

分
の
一
）
を
乗
じ
て
得
た
額

の
合
計
額 

       

   

特
定
減
額
前
給
料
月
額
及

び
特
定
減
額
前
給
料
月
額

に
退
職
の
日
に
お
け
る
そ

の
者
に
係
る
定
年
と
退
職

の
日
以
後
の
最
初
の
三
月

三
十
一
日
に
お
け
る
そ
の

者
の
年
齢
と
の
差
に
相
当

第
五
条
の

二
第
一
項

第
二
号 

退
職
日

給
料
月

額
に
、

退
職
日
給
料
月
額
及
び
退
職

日
給
料
月
額
に
退
職
の
日
に

お
け
る
そ
の
者
に
係
る
定
年

と
退
職
の
日
以
後
の
最
初
の

三
月
三
十
一
日
に
お
け
る
そ

の
者
の
年
齢
と
の
差
に
相
当

す
る
年
数
一
年
に
つ
き
百
分

の
二
（
当
該
給
料
の
月
額
が

指
定
職
給
料
表
四
号
給
の
額

に
相
当
す
る
額
以
上
で
あ
る

場
合
に
は
、
百
分
の
一
）
を

乗
じ
て
得
た
額
の
合
計
額

に
、 

第
五
条
の

二
第
一
項

第
二
号
ロ

（
略
）

（
略
） 

 

第
六
条
の
三 

（
略
） 

読
み
替
え

る
規
定 

読
み
替

え
ら
れ

る
字
句

読
み
替
え
る
字
句 

（
略
）

（
略
） 

退
職
日

給
料
月

額 
退
職
日
給
料
月
額
及
び
退

職
日
給
料
月
額
に
退
職
の

日
に
お
け
る
そ
の
者
に
係

る
定
年
と
退
職
の
日
以
後

の
最
初
の
三
月
三
十
一
日

に
お
け
る
そ
の
者
の
年
齢

と
の
差
に
相
当
す
る
年
数

一
年
に
つ
き
百
分
の
二
（
当

該
給
料
の
月
額
が
指
定
職

給
料
表
四
号
給
の
額
に
相

当
す
る
額
以
上
で
あ
る
場

合
に
は
、
百
分
の
一
）
を
乗

じ
て
得
た
額
の
合
計
額 

第
六
条 

（
略
）

（
略
） 

第
六
条
の

二 

（
略
）

（
略
） 

第
六
条
の

二
第
一
号

特
定
減

額
前
給

料
月
額

特
定
減
額
前
給
料
月
額
及

び
特
定
減
額
前
給
料
月
額

に
退
職
の
日
に
お
け
る
そ

の
者
に
係
る
定
年
と
退
職

の
日
以
後
の
最
初
の
三
月

三
十
一
日
に
お
け
る
そ
の

者
の
年
齢
と
の
差
に
相
当

す
る
年
数
一
年
に
つ
き
百

分
の
二
（
当
該
給
料
の
月
額

が
指
定
職
給
料
表
四
号
給

の
額
に
相
当
す
る
額
以
上

で
あ
る
場
合
に
は
、
百
分
の

一
）
を
乗
じ
て
得
た
額
の
合

計
額 

       

   

特
定
減
額
前
給
料
月
額
及

び
特
定
減
額
前
給
料
月
額

に
退
職
の
日
に
お
け
る
そ

の
者
に
係
る
定
年
と
退
職

の
日
以
後
の
最
初
の
三
月

三
十
一
日
に
お
け
る
そ
の

者
の
年
齢
と
の
差
に
相
当



料
月
額 

す
る
年
数
一
年
に
つ
き
百

分
の
二
（
特
定
減
額
前
給
料

月
額
が
指
定
職
給
料
表
四

号
給
の
額
に
相
当
す
る
額

以
上
で
あ
る
場
合
に
は
、
百

分
の
一
）
を
乗
じ
て
得
た
額

の
合
計
額 

（
略
） 

（
略
） 

及
び
退

職
日
給

料
月
額 

並
び
に
退
職
日
給
料
月
額

及
び
退
職
日
給
料
月
額
に

退
職
の
日
に
お
け
る
そ
の

者
に
係
る
定
年
と
退
職
の

日
以
後
の
最
初
の
三
月
三

十
一
日
に
お
け
る
そ
の
者

の
年
齢
と
の
差
に
相
当
す

る
年
数
一
年
に
つ
き
百
分

の
二
（
特
定
減
額
前
給
料
月

額
が
指
定
職
給
料
表
四
号

給
の
額
に
相
当
す
る
額
以

上
で
あ
る
場
合
に
は
、
百
分

の
一
）
を
乗
じ
て
得
た
額
の

合
計
額 

       

前
条
第
二 

号 
              

（
略
） 

（
略
） 

 

（
勤
続
期
間
の
計
算
） 

第
七
条 

（
略
） 

２
―
４ 

（
略
） 

５ 

第
一
項
に
規
定
す
る
職
員
と
し
て
の
引
き
続
い
た
在

職
期
間
に
は
、
職
員
以
外
の
地
方
公
務
員
又
は
国
家
公
務

員
退
職
手
当
法
（
昭
和
二
十
八
年
法
律
第
百
八
十
二
号
）

第
二
条
に
規
定
す
る
者
で
あ
つ
て
、
給
与
の
支
給
を
受
け

て
い
な
い
者
又
は
常
時
勤
務
に
服
す
る
こ
と
を
要
し
な

い
者
以
外
の
も
の
（
以
下
「
職
員
以
外
の
地
方
公
務
員
等
」

と
い
う
。
）
が
引
き
続
い
て
職
員
と
な
つ
た
と
き
に
お
け

る
そ
の
者
の
職
員
以
外
の
地
方
公
務
員
等
と
し
て
の
引

き
続
い
た
在
職
期
間
を
含
む
も
の
と
す
る
。
こ
の
場
合
に

お
い
て
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
期
間
は
、
そ
の
者
の
職
員

以
外
の
地
方
公
務
員
等
と
し
て
の
引
き
続
い
た
在
職
期

間
と
し
て
計
算
す
る
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
退
職
に
よ

り
、
こ
の
条
例
の
規
定
に
よ
る
退
職
手
当
に
相
当
す
る
給

与
の
支
給
を
受
け
て
い
る
と
き
は
、
当
該
給
与
の
計
算
の

基
礎
と
な
つ
た
在
職
期
間
（
当
該
給
与
の
計
算
の
基
礎
と

な
る
べ
き
在
職
期
間
が
そ
の
者
が
在
職
し
た
他
の
地
方

公
共
団
体
若
し
く
は
国
の
退
職
手
当
に
関
す
る
規
定
又

は
特
定
地
方
独
立
行
政
法
人
（
地
方
独
立
行
政
法
人
法

（
平
成
十
五
年
法
律
第
百
十
八
号
）
第
二
条
第
二
項
に
規

定
す
る
特
定
地
方
独
立
行
政
法
人
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）

の
退
職
手
当
の
支
給
の
基
準
（
同
法
第
四
十
八
条
第
二
項

又
は
第
五
十
一
条
第
二
項
に
規
定
す
る
基
準
を
い
う
。
以

下
同
じ
。
）
に
お
い
て
明
確
に
定
め
ら
れ
て
い
な
い
場
合

に
お
い
て
は
、
当
該
給
与
の
額
を
退
職
の
日
に
お
け
る
そ

の
者
の
給
料
月
額
で
除
し
て
得
た
数
に
十
二
を
乗
じ
て

得
た
数
（
一
未
満
の
端
数
を
生
じ
た
と
き
は
、
そ
の
端
数

を
切
り
捨
て
る
。
）
に
相
当
す
る
月
数
）
は
、
そ
の
者
の

職
員
と
し
て
の
引
き
続
い
た
在
職
期
間
に
は
含
ま
な
い

も
の
と
す
る
。 

一
―
七 

（
略
） 

６
―
10 

（
略
） 

 

（
失
業
者
の
退
職
手
当
） 

料
月
額

す
る
年
数
一
年
に
つ
き
百

分
の
二
（
当
該
給
料
の
月
額

が
指
定
職
給
料
表
四
号
給

の
額
に
相
当
す
る
額
以
上

で
あ
る
場
合
に
は
、
百
分
の

一
）
を
乗
じ
て
得
た
額
の
合

計
額 

（
略
）

（
略
） 

及
び
退

職
日
給

料
月
額

並
び
に
退
職
日
給
料
月
額

及
び
退
職
日
給
料
月
額
に

退
職
の
日
に
お
け
る
そ
の

者
に
係
る
定
年
と
退
職
の

日
以
後
の
最
初
の
三
月
三

十
一
日
に
お
け
る
そ
の
者

の
年
齢
と
の
差
に
相
当
す

る
年
数
一
年
に
つ
き
百
分

の
二
（
当
該
給
料
の
月
額
が

指
定
職
給
料
表
四
号
給
の

額
に
相
当
す
る
額
以
上
で

あ
る
場
合
に
は
、
百
分
の

一
）
を
乗
じ
て
得
た
額
の
合

計
額 

       

第
六
条
の

二
第
二
号

 

（
略
）

（
略
） 

 

（
勤
続
期
間
の
計
算
） 

第
七
条 

（
略
） 

２
―
４ 

（
略
） 

５ 

第
一
項
に
規
定
す
る
職
員
と
し
て
の
引
き
続
い
た
在

職
期
間
に
は
、
職
員
以
外
の
地
方
公
務
員
又
は
国
家
公
務

員
退
職
手
当
法
（
昭
和
二
十
八
年
法
律
第
百
八
十
二
号
）

第
二
条
に
規
定
す
る
者
で
あ
つ
て
、
給
与
の
支
給
を
受
け

て
い
な
い
者
又
は
常
時
勤
務
に
服
す
る
こ
と
を
要
し
な

い
者
以
外
の
も
の
（
以
下
「
職
員
以
外
の
地
方
公
務
員
等
」

と
い
う
。
）
が
引
き
続
い
て
職
員
と
な
つ
た
と
き
に
お
け

る
そ
の
者
の
職
員
以
外
の
地
方
公
務
員
等
と
し
て
の
引

き
続
い
た
在
職
期
間
を
含
む
も
の
と
す
る
。
こ
の
場
合
に

お
い
て
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
期
間
は
、
そ
の
者
の
職
員

以
外
の
地
方
公
務
員
等
と
し
て
の
引
き
続
い
た
在
職
期

間
と
し
て
計
算
す
る
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
退
職
に
よ

り
、
こ
の
条
例
の
規
定
に
よ
る
退
職
手
当
に
相
当
す
る
給

与
の
支
給
を
受
け
て
い
る
と
き
は
、
当
該
給
与
の
計
算
の

基
礎
と
な
つ
た
在
職
期
間
（
当
該
給
与
の
計
算
の
基
礎
と

な
る
べ
き
在
職
期
間
が
そ
の
者
が
在
職
し
た
他
の
地
方

公
共
団
体
若
し
く
は
国
の
退
職
手
当
に
関
す
る
規
定
又

は
特
定
地
方
独
立
行
政
法
人
（
地
方
独
立
行
政
法
人
法

（
平
成
十
五
年
法
律
第
百
十
八
号
）
第
二
条
第
二
項
に
規

定
す
る
特
定
地
方
独
立
行
政
法
人
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）

の
退
職
手
当
の
支
給
の
基
準
（
同
法
第
四
十
八
条
第
二
項

又
は
第
五
十
一
条
第
二
項
に
規
定
す
る
基
準
を
い
う
。
以

下
同
じ
。
）
に
お
い
て
明
確
に
定
め
ら
れ
て
い
な
い
場
合

に
お
い
て
は
、
当
該
給
与
の
額
を
退
職
の
日
に
お
け
る
そ

の
者
の
給
料
の
月
額
で
除
し
て
得
た
数
に
十
二
を
乗
じ

て
得
た
数
（
一
未
満
の
端
数
を
生
じ
た
と
き
は
、
そ
の
端

数
を
切
り
捨
て
る
。
）
に
相
当
す
る
月
数
）
は
、
そ
の
者

の
職
員
と
し
て
の
引
き
続
い
た
在
職
期
間
に
は
含
ま
な

い
も
の
と
す
る
。 

一
―
七 

（
略
） 

６
―
10 

（
略
） 

 

（
失
業
者
の
退
職
手
当
） 



第
十
条 

（
略
） 

２ 

前
項
に
規
定
す
る
基
準
勤
続
期
間
は
、
職
員
と
し
て
の

勤
続
期
間
（
当
該
勤
続
期
間
に
係
る
職
員
と
な
つ
た
日
前

に
職
員
若
し
く
は
職
員
以
外
の
地
方
公
務
員
等
又
は
こ

れ
ら
に
準
ず
る
者
と
し
て
知
事
が
定
め
る
者
（
以
下
こ
の

項
に
お
い
て
「
職
員
等
」
と
い
う
。
）
で
あ
つ
た
こ
と
が

あ
る
者
に
あ
つ
て
は
、
当
該
勤
続
期
間
と
当
該
職
員
等
で

あ
つ
た
期
間
と
を
通
算
し
た
期
間
）
と
す
る
。
た
だ
し
、

当
該
職
員
等
で
あ
つ
た
期
間
に
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か

に
該
当
す
る
期
間
が
含
ま
れ
て
い
る
と
き
は
、
全
て
の
そ

の
該
当
す
る
期
間
を
除
い
て
算
定
し
た
期
間
と
す
る
。 

一
・
二 

（
略
） 

３
―
17 

（
略
） 

 

（
退
職
手
当
の
支
払
の
差
止
め
） 

第
十
三
条 

（
略
） 

一 

職
員
が
刑
事
事
件
に
関
し
起
訴
（
当
該
起
訴
に
係
る

犯
罪
に
つ
い
て
禁
錮
以
上
の
刑
が
定
め
ら
れ
て
い
る

も
の
に
限
り
、
刑
事
訴
訟
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第

百
三
十
一
号
）
第
六
編
に
規
定
す
る
略
式
手
続
に
よ
る

も
の
を
除
く
。
以
下
同
じ
。
）
を
さ
れ
た
場
合
に
お
い

て
、
そ
の
判
決
の
確
定
前
に
退
職
を
し
た
と
き
。 

二 

（
略
） 

２
―
11 

（
略
） 

 

附 

則 
 

１
―
22 

（
略
） 

 

23
及
び
24 

削
除 

    

25
―
53 

（
略
） 

54 

退
職
し
た
者
の
基
礎
在
職
期
間
中
に
給
料
月
額
の
減

額
改
定
（
平
成
十
八
年
三
月
三
十
一
日
以
前
に
行
わ
れ
た

給
料
月
額
の
減
額
改
定
で
人
事
委
員
会
が
定
め
る
も
の

を
除
く
。
）
に
よ
り
そ
の
者
の
給
料
月
額
が
減
額
さ
れ
た

こ
と
が
あ
る
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
者
の
減
額
後
の
給
料

月
額
が
減
額
前
の
給
料
月
額
に
達
し
な
い
場
合
に
そ
の

差
額
に
相
当
す
る
額
を
支
給
す
る
こ
と
と
す
る
条
例
の

適
用
を
受
け
た
こ
と
が
あ
る
と
き
は
、
こ
の
条
例
の
規
定

に
よ
る
給
料
月
額
に
は
、
当
該
差
額
を
含
ま
な
い
も
の
と

す
る
。
た
だ
し
、
第
六
条
の
五
に
規
定
す
る
給
料
の
月
額

に
つ
い
て
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。 

55 

（
略
） 

 

第
十
条 

（
略
）

２ 

前
項
に
規
定
す
る
基
準
勤
続
期
間
は
、
職
員
と
し
て
の

勤
続
期
間
（
当
該
勤
続
期
間
に
係
る
職
員
と
な
つ
た
日
前

に
職
員
若
し
く
は
職
員
以
外
の
地
方
公
務
員
等
又
は
こ

れ
ら
に
準
ず
る
者
と
し
て
知
事
が
定
め
る
者
（
以
下
こ
の

項
に
お
い
て
「
職
員
等
」
と
い
う
。
）
で
あ
つ
た
こ
と
が

あ
る
者
に
あ
つ
て
は
、
当
該
勤
続
期
間
と
当
該
職
員
等
で

あ
つ
た
期
間
と
を
通
算
し
た
期
間
）
と
す
る
。
た
だ
し
、

当
該
職
員
等
で
あ
つ
た
期
間
に
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か

に
該
当
す
る
期
間
が
含
ま
れ
て
い
る
と
き
は
、
す
べ
て
の

そ
の
該
当
す
る
期
間
を
除
い
て
算
定
し
た
期
間
と
す
る
。

一
・
二 

（
略
） 

３
―
17 

（
略
） 

 

（
退
職
手
当
の
支
払
の
差
止
め
） 

第
十
三
条 

（
略
） 

一 

職
員
が
刑
事
事
件
に
関
し
起
訴
（
当
該
起
訴
に
係
る

犯
罪
に
つ
い
て
禁
錮

U
 

こ

以
上
の
刑
が
定
め
ら
れ
て
い
る

も
の
に
限
り
、
刑
事
訴
訟
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第

百
三
十
一
号
）
第
六
編
に
規
定
す
る
略
式
手
続
に
よ
る

も
の
を
除
く
。
以
下
同
じ
。
）
を
さ
れ
た
場
合
に
お
い

て
、
そ
の
判
決
の
確
定
前
に
退
職
を
し
た
と
き
。 

二 
（
略
） 

２
―
11 
（
略
） 

 
附 
則 

 

１
―
22 

（
略
） 

（
失
業
者
の
退
職
手
当
に
関
す
る
経
過
措
置
） 

23 

船
員
法
第
一
条
に
規
定
す
る
船
員
で
あ
る
職
員（
恩
給

法
（
大
正
十
二
年
法
律
第
四
十
八
号
）
の
準
用
を
受
け
る

者
を
除
く
。
）
に
支
給
す
る
第
十
一
条
の
規
定
に
よ
る
退

職
手
当
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。 

24 

削
除 

25
―
53 

（
略
） 

54 

退
職
し
た
者
の
基
礎
在
職
期
間
中
に
給
料
月
額
の
減

額
改
定
（
平
成
十
八
年
三
月
三
十
一
日
以
前
に
行
わ
れ
た

給
料
月
額
の
減
額
改
定
で
人
事
委
員
会
が
定
め
る
も
の

を
除
く
。
）
に
よ
り
そ
の
者
の
給
料
月
額
が
減
額
さ
れ
た

こ
と
が
あ
る
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
者
の
減
額
後
の
給
料

月
額
が
減
額
前
の
給
料
月
額
に
達
し
な
い
場
合
に
そ
の

差
額
に
相
当
す
る
額
を
支
給
す
る
こ
と
と
す
る
条
例
の

適
用
を
受
け
た
こ
と
が
あ
る
と
き
は
、
こ
の
条
例
の
規
定

に
よ
る
給
料
の
月
額
に
は
、
当
該
差
額
を
含
ま
な
い
も
の

と
す
る
。
た
だ
し
、
第
六
条
の
五
に
規
定
す
る
給
料
の
月

額
に
つ
い
て
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。 

55 

（
略
） 

 

（
職
員
の
給
与
に
関
す
る
条
例
等
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
の
一
部
改
正
） 

第
三
条 

職
員
の
給
与
に
関
す
る
条
例
等
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
（
平
成
二
十
三
年
大
阪
府

条
例
第
十
三
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

 
 

次
の
表
の
改
正
前
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
を
同
表
の
改
正
後
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
に
傍
線
で

示
す
よ
う
に
改
正
す
る
。 

改
正
後 

改
正
前 
 

 



附 

則 

こ
の
条
例
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。 

 

附 

則 
 

１
―
10 

（
略
） 

11 
職
員
の
退
職
手
当
に
関
す
る
条
例
（
以
下
「
退
職
手
当

条
例
」
と
い
う
。
）
第
五
条
の
二
第
二
項
に
規
定
す
る
基

礎
在
職
期
間
の
初
日
が
切
替
日
前
で
あ
る
者
に
対
す
る

第
四
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
退
職
手
当
条
例
（
次
項

に
お
い
て
「
新
退
職
手
当
条
例
」
と
い
う
。
）
第
三
条

第
一
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
項
中
「
給
与
条

例
第
三
条
第
一
項
第
一
号
」
と
あ
る
の
は
、
「
平
成
二
十

三
年
四
月
一
日
以
後
に
お
け
る
給
与
条
例
第
三
条
第
一

項
第
一
号
」
と
す
る
。 

     

（
給
料
が
切
り
替
え
ら
れ
た
職
員
等
の
退
職
手
当
の
取
扱

い
） 

12 

附
則
第
二
項
か
ら
第
四
項
ま
で
の
規
定
に
よ
る
給
料

の
切
替
え
に
よ
り
、
切
替
日
に
お
い
て
そ
の
者
の
受
け
る

給
料
月
額
が
切
替
日
の
前
日
に
お
い
て
受
け
て
い
た
給

料
月
額
に
達
し
な
い
こ
と
と
な
る
場
合
（
切
替
日
に
新
退

職
手
当
条
例
第
三
条
第
一
項
に
規
定
す
る
職
員
と
な
っ

た
こ
と
に
よ
り
、
同
日
に
お
け
る
同
項
の
規
定
に
よ
る
給

料
月
額
が
、
切
替
日
の
前
日
に
お
い
て
受
け
て
い
た
給
料

月
額
に
達
し
な
い
こ
と
と
な
る
場
合
を
含
む
。
）
に
お
け

る
退
職
手
当
条
例
第
五
条
の
二
第
一
項
の
規
定
の
適
用

に
つ
い
て
は
、
同
項
に
規
定
す
る
減
額
改
定
以
外
の
理
由

に
よ
り
そ
の
者
の
給
料
月
額
が
減
額
さ
れ
た
こ
と
が
あ

る
場
合
に
該
当
す
る
も
の
と
み
な
す
。 

 

13 

附
則
第
七
項
か
ら
第
九
項
ま
で
の
規
定
に
よ
る
給
料

は
、
退
職
手
当
条
例
の
規
定
に
よ
る
給
料
月
額
に
は
含
ま

な
い
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
退
職
手
当
条
例
第
六
条
の

五
に
規
定
す
る
給
料
の
月
額
に
つ
い
て
は
、
こ
の
限
り
で

な
い
。 

14
―
19 

（
略
）  

附 

則

 

１
―
10 

（
略
） 

11 

職
員
の
退
職
手
当
に
関
す
る
条
例
（
以
下
「
退
職
手
当

条
例
」
と
い
う
。
）
第
五
条
の
二
第
二
項
に
規
定
す
る
基

礎
在
職
期
間
の
初
日
が
切
替
日
前
で
あ
る
者
に
対
す
る

第
四
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
退
職
手
当
条
例
（
次
項

に
お
い
て
「
新
退
職
手
当
条
例
」
と
い
う
。
）
第
五
条
の

二
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
条
第
三
項
中
「
減
額

日
の
前
日
」
と
あ
る
の
は
「
減
額
日
の
前
日
（
当
該
日
が

職
員
の
給
与
に
関
す
る
条
例
等
の
一
部
を
改
正
す
る
条

例
（
平
成
二
十
三
年
大
阪
府
条
例
第
十
三
号
）
附
則
第
二

項
に
規
定
す
る
切
替
日
以
後
の
期
間
に
あ
る
も
の
に
限

る
。
）
」
と
、
同
条
第
四
項
中
「
基
礎
在
職
期
間
」
と
あ

る
の
は
「
基
礎
在
職
期
間
（
職
員
の
給
与
に
関
す
る
条
例

等
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
附
則
第
二
項
に
規
定
す
る

切
替
日
以
後
の
期
間
に
限
る
。
）
」
と
す
る
。 

（
給
料
が
切
り
替
え
ら
れ
た
職
員
等
の
退
職
手
当
の
取
扱

い
） 

12 

附
則
第
二
項
か
ら
第
四
項
ま
で
の
規
定
に
よ
る
給
料

の
切
替
え
に
よ
り
、
切
替
日
に
お
い
て
そ
の
者
の
受
け
る

給
料
月
額
が
切
替
日
の
前
日
に
お
い
て
受
け
て
い
た
給

料
月
額
に
達
し
な
い
こ
と
と
な
る
場
合
（
切
替
日
に
新
退

職
手
当
条
例
第
三
条
第
三
項
に
規
定
す
る
特
定
職
員
と

な
っ
た
こ
と
に
よ
り
、
同
日
に
お
け
る
同
項
の
規
定
に
よ

る
額
が
、
切
替
日
の
前
日
に
お
い
て
受
け
て
い
た
給
料
月

額
に
達
し
な
い
こ
と
と
な
る
場
合
を
含
む
。
）
に
お
け
る

退
職
手
当
条
例
第
五
条
の
二
第
一
項
の
規
定
の
適
用
に

つ
い
て
は
、
退
職
手
当
条
例
第
五
条
第
一
項
に
規
定
す
る

減
額
改
定
以
外
の
理
由
に
よ
り
そ
の
者
の
給
料
月
額
が

減
額
さ
れ
た
こ
と
が
あ
る
場
合
に
該
当
す
る
も
の
と
み

な
す
。 

13 

附
則
第
七
項
か
ら
第
九
項
ま
で
の
規
定
に
よ
る
給
料

は
、
退
職
手
当
条
例
の
規
定
に
よ
る
給
料
の
月
額
に
は
含

ま
な
い
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
退
職
手
当
条
例
第
六
条

の
五
に
規
定
す
る
給
料
の
月
額
に
つ
い
て
は
、
こ
の
限
り

で
な
い
。 

14
―
19 

（
略
）  



大阪府高校生修学支援基金条例の改正（概要） 

府民文化部私学・大学課 

■改正の理由 

・国の平成２３年度第一次補正予算において、東日本大震災により被災し、経済的な理由から就学等が困難となった幼児、児童又は生徒の就学支援事

業にかかる「被災児童生徒就学支援等臨時特例交付金」が都道府県へ交付されることとなった。 

・同交付金を高校生修学支援基金へ積み増すため、改正を行うもの。 

 

■改正の内容 

・従前の高校生修学支援基金は、高等学校等の生徒の修学支援を目的としていたが、今回、新たに東日本大震災により被災した幼児、児童、生徒に対

する就学支援を目的とするため、設置目的に加えるとともに、条例の名称を変更する。 

   

■施行期日   公布の日 

 

■政策アセスメント・制度間調整   財政課と高校生修学支援基金への積み増しについて調整中 

                  教育委員会事務局と調整済み 



大
阪
府
条
例
第 

 
 

号 

大
阪
府
高
校
生
修
学
支
援
基
金
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例 

 

大
阪
府
高
校
生
修
学
支
援
基
金
条
例
（
平
成
二
十
一
年
大
阪
府
条
例
第
八
十
三
号
）
の
一
部

を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

 

次
の
表
の
改
正
前
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
を
同
表
の
改
正
後
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
に
傍
線
で
示

す
よ
う
に
改
正
す
る
。 

 
 

 

附 

則 

 

こ
の
条
例
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。 

   

大
阪
府
高
校
生
修
学
等
支
援
基
金
条
例 

 

（
設
置
） 

第
一
条 

地
方
自
治
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
六
十
七

号
）
第
二
百
四
十
一
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
経

済
的
理
由
に
よ
っ
て
修
学
が
困
難
な
高
等
学
校
等
の

生
徒
の
教
育
の
機
会
の
確
保
に
資
す
る
と
と
も
に
、
東

日
本
大
震
災
の
被
災
者
で
経
済
的
理
由
に
よ
っ
て
就

学
等
が
困
難
と
な
っ
た
児
童
、
生
徒
等
を
支
援
す
る
た

め
、
高
校
生
修
学
等
支
援
基
金
（
以
下
「
基
金
」
と
い

う
。）
を
設
置
す
る
。 

 

改
正
後 

 

大
阪
府
高
校
生
修
学
支
援
基
金
条
例 

 

（
設
置
） 

第
一
条 

地
方
自
治
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
六
十
七

号
）
第
二
百
四
十
一
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
経

済
的
理
由
に
よ
っ
て
修
学
が
困
難
な
高
等
学
校
等
の

生
徒
の
教
育
の
機
会
の
確
保
に
資
す
る
た
め
、
高
校
生

修
学
支
援
基
金
（
以
下
「
基
金
」
と
い
う
。
）
を
設
置

す
る
。 

 

改
正
前 


